
「フラット３５登録マンション」申請書
（第一面）
独立行政法人 住宅金融支援機構　担当窓口　あて
以下の物件について、設計検査に合格し（または、設計住宅性能評価書が発行され、以下のとおり機構の定める技術基準に適合していることを確認）、第二面の＜お守りいただくこと＞を承諾の上、「フラット３５登録マンション」の申請をします。
また、申請内容に変更があった場合には、機構へ速やかに報告します。
	（フリガナ）
	

	① 売　主　名
	

	② 売 主
　ご担当者
	所在地
	〒

	③　申　請　日
【！】必ずご記入ください

	
	TEL
	
	E-mail
	
	

	
	部署・担当者名
	※設計事務所等の代理者が手続きする場合は、備考欄に連絡先を記入ください
	西暦　　　年　　月　　日

	（フリガナ）
	

	④マンション名
	

	⑤建設場所
（地名地番）
	
	□「保留地等」でない

	
	
	□「保留地等」である※２

	⑥総戸数
	戸
	⑦棟数
	棟
	⑧階数
	地上
	階
	地下
	階

	⑨一般募集開始(予定)年月
	西暦
	20
	年
	
	月
	⑩ 竣工（予定）年月
	西暦
	20
	年
	
	月

	⑪ フラット３５の対象
	□　全住戸対象
	□　対象外住戸あり
	

	⑫ フラット３５Ｓの対象
※⑪フラット３５の対象住戸のうち
	□　金利Ｂプラン（全住戸）
	□　金利Ａプラン（全住戸）
	□　全住戸が適合しない

	
	□　金利Ｂプラン（一部住戸）
	□　金利Ａプラン（一部住戸）
	

	
	適合証明を取得する
予定の技術基準
【！】適合する基準を全て記入
	【フラット３５】Ｓ（金利Ｂプラン）
□ 省エネルギー性 （等級４）　　　□ 耐震性 （ □耐震等級２以上　、□免震）
□ バリアフリー性 （等級３以上）　 □ 耐久性・可変性 （劣化等級３かつ維持管理等級２以上、一定の更新対策）

	
	
	【フラット３５】Ｓ（金利Ａプラン）
□省エネルギー性 （認定低炭素住宅等）　　　　　　　　　　　　　 　□耐震性（等級３）　　　
□バリアフリー性（等級４以上（共同住宅の専有部分は等級３でも可））  　□耐久性・可変性（長期優良住宅）

	⑬ 物件ＨＰアドレス(リンク先)又はお問合せ電話番号
	http://
	

	⑭設計
   検査　　　
	□ 設計住宅性能評価書活用により省略
	断熱等性能 (省ｴﾈﾙｷﾞｰ対策)
	□　等級２以上　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※４

	
	
	維持管理対策（共用配管）
	□　等級２以上
	□　等級１(埋め込み配管なし※３)　　　　※４

	
	□ 設計検査に合格

	⑮ 中古マンションらくらくフラット３５※5の登録※6
	□希望しない

	※フラット３５登録マンションは、一定の要件を満たすことが確認できた場合、中古マンションらくらくフラット３５の対象マンションとして登録いたします（特別の手続きは不要です）。
登録を希望しない（できない）場合は、右欄の「希望しない」をチェックしてください。
	※機構の定める耐久性基準（劣化対策等級２相当）に適合しない、又はフラット３５対象外住戸※7がある場合に、チェックしてください。

	⑯ 備　考　※8
	


【提出上のご注意点】本申請書及び添付書類（※１）は、マンション建設地を担当する機構の窓口あてにご提出をお願いいたします。
担当する機構の窓口は、フラット３５サイトにてご確認ください。（http://www.flat35.com/loan/roomsearch/mansion_flow.html）
【ＨＰ表示項目について】上表のうち、太字項目の記載内容については、原則としてフラット３５サイトに掲載します。
【記入上のご注意点】
※１　添付書類：
・設計検査を受けた場合 ：設計検査申請書(写)、設計検査に関する通知書(写)
（長期優良住宅、認定低炭素住宅または性能向上計画認定住宅（建築物省エネ法）の場合で、設計検査時に適合証明検査機関において「認定通知書」、「変更認定通知書」等の写しが提出されたことが確認できないときは当該通知書の写しの提出が必要です。） 
・設計住宅性能評価書を活用し設計検査を省略した場合 ：設計住宅性能評価書(写)（既に、建設住宅性能評価書を取得済みの場合は、建設住宅性能評価書（写）の提出でも可。）
（長期優良住宅、認定低炭素住宅または性能向上計画認定住宅（建築物省エネ法）の場合は、上記に加えて、「認定通知書」または「変更認定通知書」等の写しが必要です。） 
※２　「保留地等」とは次のいずれかを指し、売主等は機構との間で覚書の締結等所定の手続きを行う必要があります。
→ ①敷地が土地区画整理事業地内の保留地である（独立行政法人都市再生機構が施行する土地区画整理事業の仮換地を含む）、
②敷地が転貸借地である、③敷地又は建物に買戻権が設定されている
※３　等級１の場合でも、配電管を除く配管設備（給水・排水その他）で各戸が共有するものが、構造耐力上主要な部分である壁の内部に設けられていないことが申請書類等で確認できれば、登録マンションとして申請することができます。
※４　その他、遮音対策（床ｽﾗﾌﾞ厚15cm以上又は重量床衝撃音対策等級２以上）、炊事室等への換気設備の設置、区画（界壁・界床を耐火構造または1時間準耐火以上で区画）等、フラット３５Ｓ基準に適合する場合はその基準に対応した所定の等級に適合する必要があります。
※５　「中古マンションらくらくフラット３５」とは、一定の要件(適合証明書の提出、耐久性基準等)を満たす中古マンション（竣工後２年以上経過又は既に人が住んだ物件）について、フラット３５を利用するお客様が適合証明手続を省略できる制度です。
※６　保留地等の場合は、原則として「中古マンションらくらくフラット３５」としてフラット３５サイトに掲載することはできません。
※７　フラット３５対象外住戸がある場合でも、対象外となる理由が住戸面積（30㎡／戸未満）のみの場合は、中古マンションらくらくフラット３５の対象とすることができます。
※８　申請にあたって補足されたい事項等を記入してください。


「フラット３５登録マンション」申請書
（第二面）
	＜　お守りいただくこと　＞

	住宅金融支援機構（以下「機構」という。）及び本登録の申請者である売主（以下「売主」という。）は、以下の事項を承諾の上、フラット３５登録マンションの手続きを行うこととする。なお、登録解除となった場合は、フラット３５登録マンションとして物件購入予定者に対して販売すること、機構ホームページに物件情報等を掲載すること、その他フラット３５登録マンションとしての手続きを進めることができないものとする（登録前に登録解除事項に該当することが判明した場合も含む）。
１　フラット３５登録マンションの登録解除
(1)　機構は、売主が次の①から⑧までのいずれかに該当することが判明したときは、何ら通知を要せずフラット３５登録マンションの登録解除をすることができる。
①　機構に提出した書類に虚偽があったとき。
②　フラット３５登録マンションの手続きを所定の時期までに行わなかったとき、本登録手続きを所定の時期までに行う見込みがなくなったとき又は本登録手続きに定める内容に違反したとき。
③　構造計算書の偽装など法律に違反したとして物件名が公表されたとき。
④　確認済証や検査済証の取消が行われたとき。
⑤　売主が、支払停止、手形交換所の取引停止処分、破産手続開始、再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算開始の申立てをし、又は申立てを受けるなどにより、登録した物件を継続的に販売することが困難となったとき。
⑥　登録した物件が、仮差押、仮処分、差押などにより、販売困難なものとなったとき。
⑦　故意又は重大な過失により、機構に対し著しく不利益を及ぼしたとき又は及ぼすと認められるとき。
⑧　その他①から⑦までに準ずるような本登録を継続し難い重大な事由が発生したとき。
(2)  機構が(1)により本登録を解除したことにより売主に損害が生じても、機構は売主に対し何ら責めを負わないものとする。
(3)　(1)により解除すべき事実が判明した場合、売主は、機構が受けた損害の一切について賠償の責めを負うものとする。
　　
２　反社会的勢力の排除
(1)　売主（売主の役員、親会社及び子会社並びにこれらの会社の役員を含む。以下２において同じ。）は、現在、以下の①から⑦までに掲げる者のいずれにも該当せず、これらの者のいずれとも関係（これらの者に経営に実質的に関わらせ又は資金供給若しくは便宜を供与し、これらの者を従事者とすること等を含む。以下同じ。）がないことを表明し、かつ、将来にわたっても該当せず、関係しないことを確約する。
 　 ①　暴力団
  　②　暴力団員
　　③　暴力団でなくなった時から５年を経過しない者
  　④　暴力団準構成員
  　⑤　暴力団関係企業
  　⑥　総会屋等、社会運動等標榜ゴロ又は特殊知能暴力集団等
  　⑦　その他①から⑥までに準ずる次のいずれかに該当する者
イ　自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者
ロ　暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与している者
ハ　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
ニ　暴力団又は暴力団員であることを知りながら、これを不当に利用するなどしている者
(2)　売主は、自ら又は第三者を利用して以下の①から⑤までに該当する行為を行わないことを確約する。
  　①　暴力的な要求行為
 　 ②　法的な責任を超えた不当な要求行為
	③　脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為
④　風説を流布し、偽計又は威力を用いて機構の信用を毀損し、又は機構の業務を妨害する行為
 　 ⑤　その他犯罪行為又は①から④までに準ずる行為
(3)  売主について、(1)の①から⑦までに掲げる者のいずれかに該当し、これらの者のいずれかと関係し、若しくは(2)の①から⑤までのいずれかに該当する行為をし、又は(1)に基づく表明及び確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合には、機構は、何ら通知を要せず本登録を解除する。
(4)  機構が(3)により本登録を解除したことにより売主に損害が生じても、機構は売主に対し何ら責めを負わないものとする。
(5)  (3)により解除すべき事実が判明した場合、売主は、機構が受けた損害の一切について賠償の責めを負うものとする。
(6)  売主は、本登録に関し、売主が(1)の①から⑦までに掲げる者から(2)の①から⑤までのいずれかに該当する行為を受け、又は受けるおそれがあるときは、機構に直ちに報告を行うとともに、警察に通報し、警察の捜査に協力するものとする。
３　その他確約事項
(1)  機構がホームページに物件概要を原則として竣工までの間掲載することについて承諾する（売主が希望した場合は完売するまで掲載（ただし適合証明日から起算して最長２年間を限度とする））。
(2)  売主ご担当者欄に記載のメールアドレスにフラット３５の情報を送信することについて承諾する。
(3)  フラット３５登録マンション内の住戸を購入するお客様がフラット３５の融資を受けるに際しては、機構の定める次の要件に該当する必要があることについて承知しており、これらの要件について確認している。
①　フラット３５の技術的基準に適合していること。
②　住宅の床面積、購入価額、人の居住等融資を受けるにあたっての諸条件に適合していること。
(4)　竣工時の適合証明書をもって、当該住宅がフラット３５の技術的基準に適合していることを機構が確認することを承知している。なお、適合証明は当該住宅の性能を保証するものではないことを承知している。
(5)　設計住宅性能評価書を提出する場合
①　すべての申請住戸について提出した設計住宅性能評価書と同一の等級の評価書が交付されたものであることを確認している。
②　機構の定める技術基準のうち設計住宅性能評価書で確認できない事項については、フラット３５の技術的基準に適合していることを確認している。
③　フラット３５Ｓの「耐震性（免震）」又は「耐久性・可変性」で登録申請する物件で、当該技術基準のうち、平成18年度以前に取得した設計住宅性能評価書において確認できない事項については、当該技術基準に適合していることを確認している。
(6)　独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第59号）に基づき、機構が売主から提供を受けた個人情報を以下の業務及び利用目的の達成に必要な範囲で利用することについて承諾している。
①  業務内容　
「フラット３５登録マンション」の手続きに付随する業務
　　②　利用目的
(a) 売主の本人確認や登録条件等を満たしていることの確認のため
(b) 登録手続きのため            
(c) 期日管理等のため
(d) 住宅関連の情報提供のため
(e) 法律等に基づく権利の行使や義務の履行のため
(f) 市場調査や分析、統計のため
(g) アンケートの実施等による機構に関連する商品やサービスの研究、開発のため



【！】申請書は、第一面、第二面の両方をご提出願います。
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【！】申請書は、第一面、第二面の両方をご提出願います。
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